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「全国消費実態調査報告　昭和39年」に
みられる家計の地方別差異
　　　　一生活費・食料費について一
湯 本 和 子
研　究　目　的
　近年，わが国における産業の発展はめざましく，商品は多種多様，大量に
生産され，流通市場が拡大すると共にマスコミの力もあずかって，それら商
品は全国各地に急速に滲透しつつある。一方農村から都市への人口流出，特
に大都市への人口集中は顕著で都会との交流が円滑となり，物的・人的両面
から農村生活の都市化が行な杓れ，都会と地方との生活格差の縮少傾向が急
速に進行していると云われている。しかし私達の生活は，気候・風土等の自
然的条件や，長年の慣習の影響を大きく受けるものである。自然的環境・地
理的条件等の生活圏の差異は，私達の家計にどのように反映しているのか，
消費生活の地方別差異を家計の面から把握したいと，この分析を行なった。
研　究　方　法
　「全国消費実態調査報告　昭和39年」を資料とし，全国9ブロック（北海
　道・東北・関東・北陸・東海・近畿・中国・四国・九州）の区分によって
　地方別家計の相対的検討を行なった。
　注　「全国消費実態調査　昭和39年」は，総理府統計局が，農林漁家を除く全国全
　　世帯を対象とし，昭和39年9・10・11月の3ヵ月にわたり，約50，000余の世帯を
　　抽出して実施した家計調査である。この調査は5年毎に行なわれ，第1回は昭和
　　34年9～11月に実施された。今回は第2回である6
　この場合物価差があるので，総理府統計局の消費者物価（CPI）地方別
地域差指数を用いて地域差を除去した金額について検討した。ただし，この
指数は総合と食料のみのため，・支出構成等の検討には調査報告の数値をその
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まま用いた。
　参考に，第1回調査の「全国消費実態調査報告　昭和34年」の数値にもふ
れたが，この場合，34年のCPI地方別地域差指数が無いので，次式により
総合・食料指数の推定値を算出して換算を行なった。
　　昭和34年A地方CPI地域差指数推定値
　　一糖搬雛薮・1翻1舞会霧響幕き；｝鑑躍膿舞鋸
　（A地方各都市CPI地域差指数の平均とは，A地方各県庁所在都市のCPI地域
　　差指数（総理府統計局）を平均し仮の地方別地域差指数と見立てたものである。
　　なお，CPI地域差指数は，昭和35年以前は「小売物価地域差指数」として発表
　　されていたが，名称変更により昭和35年以後「消費者物価地域差指数」となった
　　ものである。）
　　　　　　～
分析結果及び考察
　昭和39年のCPI地方別地域差指数及び前述の算式により算出した昭和34
年のCPI地方別地域差指数推定値は第1表の通りである。この数値を用い
て，昭和39年・34年の「全国消費実態調査」の「地方別一世帯当たり一ヵ月
　　　　　　　　第1表　消費者物価地方別地域差指数
総 合 食 料
昭和39年1昭和34年擬値昭和39年「昭和34年擬値
全　　　国 100．0 100．0 100．0 100．0
北　海　道 101．1 99．9 999 99．3
東　　　北 95．8 94．6 94．5 92．6
関　　　東 103．9 102．5 102．9 102．1
北　　　陸 97．7 97．1 99．4 98．6
東　　　海 99．3　七 97．9 100．4 98．9
近　　　畿 102．1 100．9 105．0 103．5
中　　　国 96．7 96．3 95．5 95．8
四　　　国 95．4 94．0 97．1 94．8
九　　州 96．6 96．9 96．0 95．5
．－ W2r
の収入と支出」の実質金額（全国平均に換算）を算出した結果は第2表A・
Bの通りである。
　　　第2表　地方別家計一ヵ月間の収入と支出（その1）
?
2
??????（????）
全国
北海道
東北
関東
北陸
東海
近畿
中国
四国
九州
調査
世帯数
50，038
2，913
3，672
14，776
2，262
5，511
9，482
3，340
1，834
6，248
A 一　　世　　帯　　当　　り
???
人??????
実収入 可処分所得
翻犠器劉鑛
　円57，454
54，193
47，981
62，350
58，714
57，206
62，108
52，271
47，184
48，684
100．0
94．3
83．6
1 8．5
02．2
99．6
108．1
91．0
82．1
8 ，7
　円・53，746
50，310
44，876
58，218
55，069
53，574
58，157
48，760
44，237
45，851
100。0
93．6
83．5
08．3
102．5
99．7
108。2
90．7
82．3
85．3
消費支出 消費 食物費
塞劉犠餉懇懸
　円44，661
44，062
38，426
47，669
43，900
43，819
48，471
41，418
9，630
7，909
　l　i　円　　．117，204100．0100．08398．，87．，11，，94298．5
　186．085．615，740　91，5
　1106．781．918，393106．9　198．379．716，306　94．8　1　　　16，704　97．198．381．8、。8．，183．3
　　　18，353106．7　1i93．085．OI15，949　89．2　1188。789．6114，750　85．7　1184’9P82’7114’89286’7
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全国
北海道
東北
関東
北陸
東海
近畿
中国
四国
九州
42，841
2，182
3，396
12，215
2，209
4，084
7，490
3，470
1，991
5，804
．52
4．72
4．73
4．55
4．52
．63
4．42
4．26
4．38
．54
32，769
35，808
29，918
35，793
31，488
3，820
35，598
29，575
27，137
28，758
、。。．。1，、，、861、。。．。125，444
109，333，861108．629，512
91．328，495　91．123，956
109．233，996109．027，409　　　　　196．929．987　96．224，287
　　　　　§
　32，271103．525，7011 3．2　1　1　1108．633，690108．127，803
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95．581．O　l
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　187．579．2　L85．282．8
　」
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・
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ll：：ll
12，0061
10，132
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100．0
112．0
100．3
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93。9
98．1
107，0
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88．8
93．6
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第2表　地方別家計一ヵ月間の収入と支出（その2）
全国
?????????海?????????????????
調査
世帯数
50，038
2，913
3，672
14，776
2，262
5，511
9，482
3，340
1，834
6，248
C世帯員一人当り???
人
4．19
4．14
4．26
4．21
’4。33
4．33
4．16
4．00
3．93
4．17
可処分所得
頬金額犠
　円12，827
12，152
10，534
13，828
12，718
12，372
13，980
12，190
11，256
10，995
100．0
94．7
82．1
107．8
99．2
96．5
109．0
95．0
87．8
85．7
消費支出
実質鋼購
　円10，656
10，642
9，020
11，322
10，138
10，119
11，651
10，356
10，083
9，090
100．0
99．8
84．6
106．2
95．1
94．9
09．3
97．2
94．6
85．3
食物費
実質鋼犠
　円
4，105
4，092
3，694
4，368
3，　765
3，857
4，411
3，987
3，753
3，570
100．0
99．7
90．0
106．4
91。7
94．0
107．5
97。1
91．4
87．0
D
全国
?????????海?????????????????
42，841
2，182
3，396
12，215
2，209
4，084
7，490
3，470
1，991
5，804
4．52
4．72
4，73
4．55
4．52
4．63
4．42
4．26
4．38
4．54
6，891
7，174
6，024
7，472
6，634
6，969
7，622
6，603
5．974
6，002
100．0
104。1
87．4
108．4
96．3
101．1
110．6
95．8
86．7
87．1
5，629
6，252
5，064
6，023
5，373
5，551
6，290
5，227
4，947
4，914
100．0
111．1
90．0
107．0
95．5
98．6
111．7
92。9
87．9
87．3
2，482
2，662
2，379
2，589
2，332
2，377
2，716
2，378
2，276
2，313
100。0
107．3
95．9
104．3
94．0
95．8「
109．4
95．8
91．7
93．2
なお，地方別家計比較の場合，各地方の市町村階級分布が大きい影響を与
えるものと思われるので，第2回調査の地方別調査世帯の市町村階級分布を
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第3表に示す。ただし本研究では，地域差指数を用いて金額面ではその影響
を一応除いてある。
　　　　　　　　第3表　調査世帯数と居住市町村階級
全
?????????海
国
??
大都　市
　％
26．8
46．7
23，8
46．5
12．6
中　都　市
　％
22．5
36．7
28．7
13．8
31．0
22．3
16。9
31．1
32．2
30．9
小　都　市
　％
29．5
29．4
36．2
25，3
42．1
32。9
24．4
41．9
35．7
27．0
町 村
　％
21．2
33．9
35．1
14．2
26．9
21．0
12．2
27．0
32．1
29．5
　1　収入（実収入と可処分所得）
　生活費は家計の収入に規制される面が強いので，まず各地方別の実収入，
可処分所得等について検討する。
　一世帯当たり実収入の最も多いのは関東62，350円で，全国平均を100とし
た格差指数は108．5，第2位近畿108．1となり，第3位北陸102．2まで，全国
平均を上回っている。最も少ないのは四国47，184円82．1で1位の約76％にし
か達していない。この傾向は第2表Bでみるように，第1回調査（昭和34年）
でも同様で，格差指数の開きもほぼ同値であり，第2回調査の時期でも，実
収入額の地方別上下格差は縮少していないと云える。
　更に調査世帯の実収入階層分布をみると第1図のようで，最下位四国・九
州・東北等では，実収入50，000円以下の世帯が調査世帯の2／3に及んでいる。
第1位の関東が，第2位の近畿より低収入層が多いが，これは1位と2位の
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差が極めて僅少であり，又各階
層の平均額が必ずしも同じでは
ないためである。
　家計に直接影響を与える可処
分所得も，実収入と同様の傾向
を示すことは当然であるが，格
差指数の開差はやや減少する。
　∬　生活費（消費支出）
　　1。生活費
　一世帯当たりの生活費を第2
表Aによってみると，全国平均
より高額となっているのは，近
畿・関東・北陸の三地方であ
る。第1位の近畿は約48，500円，
第9位の九州は37，900円，格差
指数では23．7の開差がみられた。
第ユ図　実収入階層の分布
実収入高
繭口Z翅皿皿皿囮翻
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30．000円　30000「q　sQOOO円　8α000円
　1　　　　∫　　　　～　　　　1
以下　50，000円　80000口　）ス上
．生活費は世帯人員数によ．って影響を受けるので，世帯員一人当たりの金額
を算出すると第2表C・Dのようである。第2表Cでみると，第1位近畿の
11．651円から第9位東北の9，020円まで，格差指数の開きは24．7となった。
世帯当たりの生活費が最少であった九州が，一人当たりに換算すると第8位
に上ったのは，世帯人員が少ないためである。，
　　2．　消費性向
　消費性向は一般に可処分所得が増加するにつれて，逆に減少するとされて
いるが，地方別消費性向はさらに，その地方の生活意識が大きく影響するた
めか，可処分所得の多い関東・近畿より，北陸・東海・九州などの消費性向
が低くなっている。
　第1回調査の場合も，関東・近畿などは所得に比して高い消費性向を示し
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ているが，これらの地方は第3表でみるように，大都市を含み，現在消費的
生活意識が強いのに対して，北陸・東海等は，戦前の貯蓄尊璽的生活態度を
とっているように思われる。
　　3．支出構成
　生活費の名目金額によって，地方別に支出構成をみると，第4表のようで
ある。
　　　　　　　第4表　生活費の支出構成（消費支出構成）
? ?
　　％
34．6
34．9
35．3
33．4
34．3
34．7
33．6
35．4
32，7
34．0
被服費
　％
12．1
12．0
12．3
11．7
12．6
12．2
12．3
13．4
11．7
11．3
光熱費住居費食物費舗選 ???」?????????????　　％10，3
10。1
10．0
10．1
10．8
10．1
11．8
9．1
10．4
11．1
　　％
38．5
38．9
38．2
38．0
37．8
38．5
38．0
37．9
39．7
39．0
???????????? ????
???????????
31．0
28．7
30．9
32．3
31．2
29．8
29．9
30．9
30．3
30．2
11．6
12。7
12．0
11．6
12．0
12．5
10．9
10．6
11．1
11．6
4．7
7．5
4．6
4。4
4．6
5。0
5．4
4．0
4．5
4。2
8．6
8．8
8．3
8．9
8．9
8．7
7．9
8．1
8．8
7．5
44．1
42，3
44．3
42．8
43．3
44．1
46．0
46．4
45．3
46．4
????????????? ??
???????????
食物費（統計では食料費）　生活費の最も多い近畿のエンゲル係数が必ず
しも低くないのは，名目金額による構成比のため，生活意識とともに，この
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地方の食料CPI地方別地域差
指数が最高（第1表）であったた
めと思われる。　（実際にはその
他世帯人員数の影響も大きい。）
第2回調査のエンゲル係数は，
第1回調査にくらべると全般に
6～7％低率となっているが，
これは生活水準上昇とみてよい
であろう。
　遜は各地ほぼ同率で，中　　　　　　　　k
国・九州がやや多く，四国が低
率となっている。住居費中家賃
負担の大小は生活に大きな影響
を及ぼすと思われるので，調査
世帯の住居の状態を，第2図に
よってみると，
生活費高
　順位o
第2図 住居形態
　　　　　　　　　　　　％20　　　　　4ニク　　　　　60　　　　　80　　　　　／TOO
近畿
肉東［＝＝：：コ璽皿皿
楢道 HlllHllll
北・［：＝＝＝コ劉m’
・海［＝＝＝＝：囲皿
・国［＝＝＝コ圃皿㎜
四国 川川川川
東北 i川川
九州［：＝＝コ圃皿皿
　　　　　　　「持家」の最も多いのは北陸で，
最も少ないが，一方「その他の住居費」への支出が多く，結局全住居費とし
ては各地方に大差がない。ついでながら，　「給与住宅」が多いのは北海道，
「民間借家」が多いのは近畿である。
　光熱費は北海道・東北が多くなっているのは地理的関係である。
　被服費は四国がやや大きい他はほぼ同率である。
　塑は東北が少なく，四国・関東などが大きくなっている。
　　4．　第2回調査の伸び率
　生活態度の傾向をみるために，第1回調査時よりの伸び率をみると（この
場合，各地方とも物価の騰落が等しいと前提して）第5表のようである。
　全国平均についてみると，可処分所得172．3，消費支出175．5で，生活費の
伸び率の方が高く「消費ブーム」と云われた時勢を反映している。可処分所
［：コEZZ2囲皿皿皿
持　　家三給与住宅　公営往望　民冑借家
　　そのため北陸は家賃支出が
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第5表　可処分所得・生活費の伸び率（39年／34年）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（34年＝100）
全
?????????海
?
???
可処分所得
172．3
148．6
157．5
171．2
183．6
166．0
172．6
173，3
169．0
168．3
消費支出
175．5
149．3
160．4
173．9
179．9
170．5
174．3
186．0
182．9
170，0
食　物　　費
153．3
134．8
139．9
156．1
154．7
151．8
152．9
157．4
148．0
141．8
得を地方別にみると，第1位は北陸の183，6，第9位北海道の148，6で約50％
以上伸びをみせている。生活費は第1位中国186．0，第9位北海道149．3で，
北陸を除いて各地方とも，可処分所得の伸びより生活費の伸びが大きいのは
物価高騰の影響と，生活水準向上への積極的生活態度のあらわれともみら
れる。第1回調査で実収入・生活費とも第1位であった北海道の伸び率が最
も低く，生活費が8・9位となっていた中国・四国の伸び率が目ざましいこ
とは注目された。食物費の伸びが全般的に低いのはこの費目の特性で当然の
ことであるが，可処分所得の低い九州・四国・東北などの地方の伸びが小さ
いことは質的栄養面からは問題があると思われる。
　皿　食　物　費
　生活の特に重要部分を占め，所得弾力性も低い食物費について，さらに細
かい検討を加えてみる。
　　1．総額について
　生活費のうちで，食物費は世帯員数の影響を最も強く受けるものであるか
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ら，一人当たりの金額を算出してみると第2表Cのようで，近畿・関東以外
の地方は，全国平均以下である。賃金算定の基礎資料とされる人事院案標準
食物費の，昭和39年世帯員4人の場合をみると，世帯当たり17，790円で，一
人当たり4，448円となる。これは東京都のものであるから全国平均に換算す
ると（東京都地域差指数106．5）4，176円で，この金額に達する地方は，近畿
と関東の2地方のみである。
　さらに，食物費の内容を各食品別にみると，（各食品別のCPI地方別地
域差指数は得られないため，名目金額の構成比の比較による。）第6表のよ
　　　　　　　第6表　食物費の構成
生活費
高順位
全　
?
???????????
???????????
全　　国
?????????
???????????
名　　目
食物費
　円17，204
19，271
18，926
16，925
16，208
16，771
15，231
14，322
14，606
14，296
11，221
12，477
12，426
12，028
10，886
10，393
10，419
10，029
6，707
9，449
穀類費
％
22．5
21。1
19．9
24．9
24，1
24．3
23．9
26．4
25。1
26。0
32．4
34．7
29．8
29．1
34．9
36．4
35．4
36．2
34．9
38．0
その他の
食物費
％
77。5
78．9
80．1
75．1
75．9
75．7
76．1
73．6
74．9
74．0
67．6
65．3
70．2
70．9
65．1
63．6
64．6
63．8
65。1
62。0
その他の食物費内訳
副食品費嗜好品劃外餓
％
66．5
68．3
65．0
66．0
66．5
68．3
66．2
66．4
68．2
68．0
69．5
69．5
71．0
66．5
71．3
70．0
70．0
72．0
70．5
72．3
％
24．6
23．2
25．2
27．2
24．2
23．2
25．0
25．4
26，1
24．2
22．7
25．6
20．7
23．8
21．4
23．2
25．0
21．7
22．6
21．3
?」?
8．5
9．8
6．8
9．3
8．5
8，8
8．2
5。7
7．8
7。8
??????????
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うである。
　　2，穀類費と「その他の食物費」
　今日，生活近代化の一指標として穀類費の比率が問題とされているが，第
6表によると第2回調査では全国平均22．5％で，関東19．9％から四国の26．4
％に及び，「その他の食物費」は80～74％と穀類費の2．8～4．0倍近くになっ
ている。第1回調査では全国平均32．4％，関東29．1％から四国38．0％，「そ
の他の食物費」70～62％で1．3～2，4倍であったことを考えると，全国的にみ
て主食偏重の食習慣がうすれて，質的向上が考えられる望ましい傾向がうか
がわれるが，一方，この間における穀類費の騰貴は17．4％であったのに対し，
「その他の食物費」は41．9％の騰貴をみせているため，穀類費と「その他の
食物費」の比の実際上の変化率はやや低下するであろう。
　　3．　その他の食物費の構成
　第6表のその他の食物費の構成比をみると，副食品費は，全国平均で66．・5
％，最高と最低の差は3％にすぎず，嗜好品費も平均24．6％，差は4％で，
何れも大差をみないが，外食費は平均8・7％で東北が特に少なく，最高の関
東の2／3以下である。
　第1回調査に比べると，副食品費の割合が減じ，嗜好品費，外食費の割合
が増加しているが，この傾向は，前述のように食物費が少ないことからみて
問題がある。
　　4．　副食品費の構成
　一般に食物費が減少すると，まず高価な肉類の支出が魚介に代り，さらに
動物性食品が植物性食品に置きかえられる結果，動物性食晶費が減少すると
云われるので，第7表で副食品費の内容をみると次のようである。
　動物性食品費は，近畿を始めとし西日本地方が高率で（55％前後）東北・
北海道・北陸の北日本地方が低率（約49％）となっているが第1回調査の際
より支出構成Ltは上昇している。動物性食品費の内訳をみると第3図のよう
である。これからは「食物費と肉類支出の一般的傾向」はうかがえない。こ
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第7表副食品費の構成
生活費
高順位
　　　動物性副食品費　　　食　品
?????
（????）
全　　国
?????????? ??
　円　　　％8，876　　　　　　　52．8
10，391　　　　　　　56．7
9，830　　　　　　52．2
8，383　　　　　　　49．0
8，264　　　　　　　49．0
8，446　　　　　　　51．0
7，692　　　　　55，5
6，961　　　　　　53．3
7，446　　　　　 48．3
7，188　　　　　53．8
饗讐加工飾
％　　 ％19．0　　　　　16．6
18．5　　　　15．9
19．3　　　　　17．0
18．9　　　　14．2
22．6　　　　17．3
18．4　　　　18．5
16．5　　　　15．7
17．0　　　　16．7
20．8　　　　　17．4
16．7　　　　　16．3
調味料1
％
11．6
8．9
11。5
17．9
11．1
12．1
12．3
13．0
13．5
13．2
全国5，26646．619．818．215．4
???????? 5，669　　　　　　42．0　　　　 21．5　　　　15．6　　　　20．9
6，200　　　　　　　51．7　　　　　18．9　　　　　　17．7　　　　　11．7
関　　　東 5，685 45．3 19．8 19．2 15．7
調
東　　　海 5，006 43．5 20．1 20．5 15．9
査
北　　　陸 4，619 45．0 23．8 16．8 14．4
（昭 東　　　北 4，711 44．0 21．5 16．2 18．3
和
34 九　　　州 4，626 47．0 18．5 17．9 16．6
年
） 中　　　国 4，447 48．6 17．7 17．9 15．8
四　　　国 4，221 46．1 18．9 18．8 16．2
の図で顕著なことは，東北・北海道・北陸等の北日本地方では魚介類への支
出が待に多く，動物性食品費の1／2近くで肉類支出は1／4以下であるのに対
して，近畿・関東等では肉類支出が1んで，魚介類支出を上回わっている。
九州も肉類支出が大きく動物性食品費のソ3を占めているが，魚介類支出は
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さらに多くなっている。乳卵類
支出は各地方とも30％以上で，
特に東海。関東は高率となって
いる。卵は保存でき，入手しや
すく，又使いやすいため，全国
的に普及しているのであろう。
　植物性食品費の割合は，北陸
が大きく，中国が少ないが，副
食品費の1／s前後となってい
る。
　加工食晶費の割合は大差はな
いが，東海から東北にかけて多
く近畿以西は少ない。北海道は
特に少なくなっている。
　調味料費の割合は，北海道が
第3図動物柱食品費の構成
実質食物費　　　　　　　　　　　　　　　　％
順it”鼈黷W　°°噸［：＝圓皿m皿
臓［＝＝㎜皿皿皿
ゴ瞳［＝：＝］㎜mm
繭［＝＝盟刎m皿圓
北陸［＝＝コZZ皿皿皿
中国［＝＝囮皿皿皿
東北
酬［：＝］ZZiZZH皿皿画
四国［：＝コZZZI皿皿m
口　　囮　　皿皿皿
彙類　　　肉　頬　　乳卵類
大きく近畿は特に小さい。この支出は食物費の大小より，耐寒の濃厚な味付
や，関西のうす口と云われるように，気候や嗜好の影響が大きいようである。
　以上の食物費内容の検討では，年次的には各地方間の差異は縮少しつつあ
るが，地理的自然的環境による供給事情，食習慣，嗜好の影響が大きく，良
否を問わず，地方別の特色を形成していることが読み取られた。
要　　　約
　「全国消費実態調査報告　昭和39年」により地方別家計を比較検討した結
果は次の通りである。
1．近畿・関東は実収入が多く，生活費も多額であるのにもかかわらず，エ
　ンゲル係数は必ずしも低くはない。両地方の食物費の内容分析では，食物
　費の質の高度化のための支出増加とみられ，わが国の食生活が，栄養学的
　に又国際的に，充分とはいえないことから，好ましい傾向である。特に近
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　畿は，外食費，加工食品費の割合が関東に比して小さく，同じような生活
　環境にありながら，合理的生活態度がとられていることと推察された。
2．東北・四国・九州等は実収入が低く，生活費，食物費共少額であるが，
　消費性向は必ずしも高くはない共通性を持っている。食物費中，東北は魚
　介類支出比が特に大きく肉類支出が少ないのに対し，四国・九州では肉類
　支出が大きい。これは西日本地区が食生活近代化に一日の長があることよ
　りも，食慣習，供給事情に相違があるためと思われる。
3．北海道は急速に開発された地区として，全国各地方の特色が混合されて
　いるようである。きびしい自然に対処しなければならない地方や，人為的
　に作られた都市生活などには，長年の生活慣習のにじみでているような本
　州地区の生活態度とは，やや異なる傾向がみられる。
4．北陸の実収入は，関東・近畿につぎ高額であるが，消費性向は全国で最
　も低い。第1回調査にくらぺての伸び率の比較でも，他地方の傾向に反し
　て，消費の伸びが所得の伸びを下回っていた。又，持家世帯もこの地方が
最も多いことなど考え合わせると，他地方にくらべて，貯蓄に重点をおく
生活態度がとられていると思われる。
　　一方，食物費構成からみると，東北・四国・九州などの地方と同じ傾向
　をみせ，殊に魚介類支出比が大きいことは，北日本地区としての共通性の
　現われかと考えられる。
5．中国・東海は中間的存在として，特に目立つものは見出されなかったが
　中国・四国の消費支出の伸び率が非常に大きかったことは注目された。
6，家計分析結果に共通の傾向が認められた地方をまとめると，生活環境・
産業発展等に共通性を持つ，次の4つのグループに分けられる。
Aグループ……近畿・関東…巨大都市を含む地区
Bグループ……東北・四国・九州…周辺地区
Cグループ……北海道…Aグループ的な面とBグループ的な面を併わせ持
　　　　　　　　　　　　つ地区
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　Dグループ……北陸・東海・中国…中間的地区
　以上，わが国の地方別家計には，所得格差は大きく存在しているが，生活
費の支出構成所得，生活費の伸び率などからみると「生活の地域差縮少」
「生活の平準化」は，日本の中央地区で進行しつつあることが，うかがわれ
た。しかし，生活態度を示す支出構成は，外面的総括的には平準化しつつあ
るが，それぞれの費目を中分類以下の項目で検討すると，各地方別の差異・
特色がはっきり見出されるのが現状である。
　本研究ではふれなかったが，農家家計・各地方の物資の供給状況・生活環
境指数等を加えて検討すれば，わが国の家計の地方別特色は，さらに明確に
されるであろう。
　本研究に終始御懇篤なる御指導をいただきました埼玉大学教授稲葉ナミ先
生に深く御礼申しあげます。
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